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書評
小田正雄著
『国際貿易と直接投資』
?
木 克
?
I 
本書は， 1971年から75年にかけて発表された11の研究論文からなる論文集で，著者の意
欲的な研究態度をしのばせるものである。その内容は，貿易理論 (2~7章）と直接投資
(1及び8~11章）に大別され，前者は更に，外部経済と貿易に関するもの (2章）， 関
税同盟に関するもの (3, 4章）， 市場の歪みに関するもの (5, 6, 7章）に分けられ
る。
本書が意図する所は，日本及び外国の諸文献を丹念に読んでサーベイすることではなく
て，むしろ従来の理論を批判し，展開し，発展させて，著者のオリジナルな主張を打ち出
すことにあり．，この姿勢が本書の特色の一つとなっている。
以下では，貿易理論に関する論文と直接投資に関する論文とに大別してその内容を紹介
し，簡単なコメントをすることにしよう。
I 
まず，貿易理論に関する論文から順番に見ていこう。
第2章は，ー産業の生産量に比例して発生する外部経済が存在する場合には， (1)生産技
術，要素賦存比率，嗜好が同一である二国間においても，貿易が各国に利益をもたらす可
能性があること， (2)自由貿易のみでは要素価格の均等化がもたらされないから，世界全体
の生産の効率化のためには要素移動が貿易の補完となること，を明らかにしている。
上の(2)の問題は通常のヘクシャー・オリーンモデルにおいても，自由貿易下で少なくと
も一国が完全特化している場合にはいえることであるから，外部経済に特有な問題ではな
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いが.(1)の問題は外部経済を考慮に入れて初めていえる事柄である。ただし，この問題に
ついては， T.Negishi, "Marshallian External Economies and Gains from Trade 
between Similar Countries", Review of Economic Studies, (Jan. 1969)が厳密な
分析を行っており，本章でこれへの言及がないのはおかしい。
第3章，第4章は伝統的な二財三国モデルを使って，貿易転換効果をもつ関税同盟の成
因と経済的意義を論ずるものである。伝統的理論によると，自国とパートナー国が関税同
盟を結成してそれが貿易転換効果をもつ場合，この関税同盟は自国には必ずしも利益をも
たらさないが．パートナー国には域内貿易拡大による利益を必ずもたらす。第4章では，
このとき関税同盟の対外共通関税が適当に高ければ，パートナー国の貿易構造が逆転する
可能性があることを指摘し，これによって開発途上国間の関税同盟の意義を説明しようと
するものであり，第3章は，工業選好，関税政策選好，城内貿易選好という三つの非経済
的目的があれば，自国がこのような貿易転換的関税同盟を選択する必然性があることを論
証しようとするものである。
これら 2章で論じられている自国の行動は，自己の不利益もかえり見ずパートナー国の
利益のために行動するという非常に利他的なものである。それだけに著者も 1章を費して
その必然性を論証しようとしたのであろうが，それでもなお，論じられている問題が非常
に特殊なケースであるという印象を拭い去ることができない，第3章はこのような特殊ケ
ースに焦点を合わせ，第4章はこの特殊ケースの存在を前提にして，それぞれ議論を進め
ているという点で．その学問的価値を低めている。
5, 6, 7章は，市場の歪みがある場合の貿易理論の問題を紹介している，o第5章は労
働賃金に格差がある場合に伝統的な貿易理論がどのような影響を受けるかを， ジョーン
ズ，バトラの分析にしたがって展開し，第6章は世界市場及び国内市場における歪みと貿
易政策の優先順位との関係についてサーベイをしている。第7章は貿易政策と経済厚生に
関する問題を教科書風に整理したものであるが，第6章の内容と重複するところが多い。
皿
第8章から第11章までと第1章では，直接投資が当事国の貿易や厚生水準に与える効果
の分析とそれに対する政策的提言が， 中心テーマになっている。その際の分析上の特色
は，直接投資のとらえ方，分析手法，政策基準の3点において顕著に現われているので，
これらの項目について内容を紹介することにしたい。
まず，著者は，直接投資を一般的な生産要素としての資本と，優れた生産技術を体化し
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た特殊要素のミックスしたものの国際移動と考える。そしてこれら両要素のうちでも，特
殊要素が直接投資のエッセンスであることを強調する。この特殊要素は，ある財の生産に
特有な生産要素であるが，直接投資の受入国では生産方法の技術革新の原因となり，また
投資国では国際移動によってもその賦存量が減らないという，生産技術の知識とかノウハ
ウのような性質を強く帯びた特殊要素である。このような特殊要素の性質と，それが一般
的要素である資本に伴われて国際間を移動するという点が，他の学者の考える直接投資と
異った点である。
この直接投資の二面性は問題分析を複雑にさせるように予想されるが，著者は既存の理
論と手法を使って，主として投資受入国における直接投資のマクロ経済的効果をたやすく
分析している。その手順は， (1)ヘクシャー・オリーンの二財二生産要素モデルに各財の生
産に特有な特殊要素を加えたモデルを使って，初期の交易条件の下で，資本移動の生産効
果をリプチンスキ一定理により，特殊要素移動の生産効果をフィンドレイ・グルバートの
技術進歩に関する理論により分析し， 両生産効果を総合して直接投資の生産効果を求め
る， (2)ホモセティックな効用関数を仮定して二財の需要の比率に対する所得効果を中立化
し，これにより初期の交易条件の下での受入国の貿易量を知り，更にリプチンスキ一定理
を再度使って投資国の貿易量の変化を求める， (3)これによって各国のオファー曲線のシフ
トするさまがわかるから，直接投資に基づく交易条件の変化が求まる， (4)ここで投資収益
に対しても考慮を払うと，受入国の厚生水準の変化が求まる，というものである。
このような分析手続きによって得られた結果を使って，著者は更に直接投資の政策問題
にも言及している。その際に著者が望ましいと考えている直接投資は，世界の貿易を促進
させるような直接投資である。このような政策基準も本書の特色の一つとなっている。
以上3項目に要約した直接投資の諸章の特色に関して，次のような疑問点を指摘するこ
とができよう。
まず，直接投資の性質については， (1)特殊要素の量をどのようにして測るか(2)直接投資
の誘因は何かという二つの基本的事実の説明が十分でないために議論全体が非常に理解し
難いものになっている，ということがいえる。 (1)の点について，著者は，直接投資により
国際移動する特殊要素の量を，資本及び労働の価格一定の下で削減される単位生産コスト
（厳密には労働及び資本投入に要した単位生産コスト）によって測っている。しかしこの
コスト低減額は，特殊要素の移転量のみならずそれが引き起こした技術進歩の効果の大き
さにも依存すること， 一般的生産要素使用量の非中立的な節約を正しく評価できないこ
と， という二つの理由で， 特殊要素移転量の正しい尺度とはならない， という難点をも
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つ。 (2)の点について本書では，資本豊富で全ての財の技術水準が高い国から労働豊富で全
ての財の技術水準が低い国へ直接投資が向かうことになっているが，このことは，前者の
国で資本及び各特殊要素の限界生産力が後者の国より低く，そして寵接投資が資本と特殊
要素の限界生産力が低い国から高い国へ向かうことを意味しているのだろうか。もし意味
しているならば，このモデルの枠内では著者が重視している直接投資の相互交流を絶対に
説明することができないであろうし，またもし意味していなければ，直接投資がどんな要
因で方向づけられるのかを明確に説明する必要がある。
本書の分析手法についていえることは，ここで分析されている直接投資の貿易量に及ぼ
す効果は，著者の主張に反して，交易条件を左右できるような大国のそれではなくて，交
易条件を動かせない小国のそれにすぎない，ということである。もし大国の直接投資貿易
効果が求めたいものであるならば，上に紹介した分析手順の(4)のところで，投資収益を考
慮に入れる他に，交易条件の変化に基づく生産・需要の変化を考慮に入れて貿易量の変化
を知る，という手順がとられなければいけない。これに関しては，本書の参考文献にもあ
がっているパーヴィスの論文が参考になろう。
本書の政策基準に関する疑問は，著者が貿易拡大的な直接投資を望ましい直接投資とし
て推薦しているのは何故か，ということである。貿易拡大的な国際投資が当事国の厚生水
準を必ずしも向上させないことは，本書第10章や上のパーヴィスの論文で指摘されてお
り，また一国の政策の経済的基準がその国の福祉水準の向上であることは伝統的な経済学
の立場であるから，何故著者が非伝統的な政策基準を置くのか，もっと説明をする必要が
あろう。
以上の疑問点はいずれも基本的なものばかりであるから，著者の直接投資論は再検討さ
れる必要があるように思われる。 （新評論， 1975年9月刊， 168ペー ジ， 1500円）
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